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の 20 名、全員公務員なんですけれども、この ODI の中に国際チームというの
が設置されています。３名からなる国際チームがあって、その国際チームが障
害者権利条約をもっぱら担当するということになります。


















がありまして、ODI にぶら下がっている諮問機関が 30 の障害者団体からなっ












Gauthier De Beco という人の 33 条の本（Article 33 of the UN Convention on 









































いうところにぶら下がりで諮問機関があるんです。その諮問機関は 13 名中 10
名が障害者団体の代表で、この諮問機関が障害コミッショナーにいろんなアド




































のは 2014 年１月 20 日です。そこから 30 日後に日本で効力を持ったのです。










































































































































































資料１）33 条１と 33 条２の図解
























１．States Parties, in accordance with their system of organization, 
shall designate one or more focal points within government for matters 
relating to the implementation of the present Convention, and shall give 
due consideration to the establishment or designation of a coordination 
mechanism within government to facilitate related action in different 
sectors and at different levels.
２．States Parties shall, in accordance with their legal and administrative 
systems, maintain, strengthen, designate or establish within the State 
Party, a framework, including one or more independent mechanisms, 
as appropriate, to promote, protect and monitor implementation of the 
present Convention. When designating or establishing such a mechanism, 
States Parties shall take into account the principles relating to the status 
and functioning of national institutions for protection and promotion of 
human rights.
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３．Civil society, in particular persons with disabilities and their 
representative organizations, shall be involved and participate fully in the 
monitoring process.　
資料３）障害者基本法における障害者政策委員会の規定
障害者基本法（昭和四十五年五月二十一日法律第八十四号）最終改正：平成二五
年六月二六日法律第六五号
（障害者政策委員会の設置）　
第三十二条　内閣府に、障害者政策委員会（以下「政策委員会」という。）を置く。
２　政策委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。　
一　障害者基本計画に関し、第十一条第四項（同条第九項において準用する場
合を含む。）に規定する事項を処理すること。　
二　前号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内
閣総理大臣又は関係各大臣に対し、意見を述べること。　
三　障害者基本計画の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、内閣総
理大臣又は内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること。　
３　内閣総理大臣又は関係各大臣は、前項第三号の規定による勧告に基づき講
じた施策について政策委員会に報告しなければならない。　
（政策委員会の組織及び運営）　
第三十三条　政策委員会は、委員三十人以内で組織する。　
２　政策委員会の委員は、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事業に
従事する者並びに学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する。こ
の場合において、委員の構成については、政策委員会が様々な障害者の意見を
聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配
慮されなければならない。　
３　政策委員会の委員は、非常勤とする。　
28
第三十四条　政策委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める
ときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要
な協力を求めることができる。　
２　政策委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるとき
は、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができ
る。　
第三十五条　前二条に定めるもののほか、政策委員会の組織及び運営に関し必
要な事項は、政令で定める。
